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ご加入に関することについて

第１　ご加入の資格
ご加入できるのは、お申し込みの日（申込書受付日。郵送の場合は

消印日。以下同じ）において、ご加入される組合のある都道府県内に
居住されているか、または勤務地がある方です。なお、この共済に
おいて、ご加入者は、共済契約者となります。

第２　対象となる物の範囲
１　共済の目的（「共済の対象」という。以下同じ）は、金銭に見積も
ることができる次の物に限られます。
(1)　住　宅
①　ご加入者またはご加入者と生計を一にする２親等内の親族
が所有し、かつ人が現に居住している日本国内の住宅（貸して
いる住宅も含む）が対象となります。法人名義の物件、空き家・
別荘、土地に定着していない建造物等は対象となりません｡

　　なお、建築中および建築済の住宅で、保障開始希望日から
30日以内に入居することが明確になっており、当組合が認
める場合に限り対象となります。

②　住宅を共済の対象とする場合には、次のものは共済の対象
に含まれます。

　　畳、建具その他住宅としての機能上必要なもの、電気設備、
ガス設備、冷暖房設備その他これらに準ずる住宅の付属設備
および住宅に付属する門・塀・垣（生垣を除く）その他の工作物、
住宅に付属する物置、納屋その他これらに準ずる付属建物

(2)　家　財
　　　ご加入者またはご加入者と生計を一にする２親等内の親族

が現に居住する日本国内の住宅内に所有する動産
２　店舗等併用住宅（事務所・店舗その他これに類する用途を兼ね
る住宅）については、次のとおりです。
(1)　店舗等の非居住部分（居住と共用の部分を含む）の面積が20
坪以上の場合、または居住部分（店舗等と共用の部分を除く。
以下同じ）の面積を超える場合は、居住部分だけが共済の対象
となります。

(2)　上記以外の店舗等併用住宅は、その店舗等の部分も共済の
対象となります。ただし、家財は、居住部分に収容されている
ものに限られます。

第３　対象とならない物
住宅や家財のうち、次のものは共済の対象となりません。
(1)　営業目的に使用している物置、納屋その他の付属建物
(2)　通貨、有価証券、預貯金証書（預金証書または貯金証書をいい、
通帳および預貯金引出し用の現金自動支払機用カードを含
む）、印紙、切手その他これらに準ずる物

(3)　貴金属、宝石、宝玉その他の貴重品、書画、骨とう、彫刻物その
他の美術品

　この共済事業は、ご加入者（組合員）の相互扶助によって、生活

の共済をはかることを目的として運営されています。そのため、
この趣旨に賛同された方が、出資金を払い込み組合員となって
ご利用いただくことになります。

○�この共済は、「火災風水害等共済事業約款」の内容が契約内容
となります。
　�共済事業約款は、ホームページ（https://www.kyosai-cc.
or.jp/mutual/guide/）に掲載しています。
　※�「共済事業約款」とは、共済事業規約・規則のうち、当組合が
契約内容とする規定をまとめたものです。

○�この共済事業の運営については40ページをご覧ください。

○�この「ご加入のしおり」は、新型火災共済のご加入に関する大切
な事柄が説明されていますので、必ずご一読のうえ加入証書
とともに大切に保管くださいますようお願いします。

○�ご不明な点がございましたらご加入の共済取扱団体までお問
い合わせください（お問い合わせ先は38〜39ページをご覧く
ださい）。
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(4)　稿本、設計書、図案、雛形、鋳型、模型、証書、帳簿その他これら
に準ずる物

(5)　営業用の商品、半製品、原材料、器具備品、設備その他の物
(6)　自動車、自動二輪（総排気量125ccを超えるもの）
(7)　家畜、家禽、庭木、盆栽などの動植物その他これらに準ずる物

第４　ご加入の単位
１　ご加入の方法は、共済の対象となる住宅または同一の住宅内に
収容されている家財について次のとおりとなります。
(1)　２棟以上の住宅が同一敷地内にある場合
①　住　宅
　　１棟ごとにご加入していただきます（１物件１契約）。
②　家　財
　　２棟以上の住宅内に収容されている家財は、１つにまとめ
てご加入していただきます。

(2)　２棟以上の住宅が別々の場所にある場合
　住宅・家財とも、それぞれの所在地ごとに指定してご加入し
ていただきます。

２　区分所有の住宅の場合は、専有部分ごとにご加入していただき
ます。

３　複数の家族が同居している場合の家財については、それぞれ世
帯が分かれており、かつ、独立して生計しているときは、世帯ごと
の人数に応じてそれぞれ限度額までご加入いただけます。

４　同一の住宅または同一の住宅内に収容されている家財につい
て、生計を一にする親族のうち２人以上の方が分割してご加入す
る場合は、それぞれ指定をし、当組合の承認を得ることが必要です。

第５　加入基準額
１　住宅の加入基準額（最高限度額）は、木造等・鉄筋コンクリート
造とも坪（3.3㎡）当たり（住宅と棟を別にする物置・納屋等の付属
建物の坪数を除く）70万円、かつ１棟4,000万円です（10万円単
位でご加入いただけます）。ただし、簡易住宅の加入基準額（最高
限度額）は、坪当たり20万円です。
※住宅の総坪数は延床面積となります。
※鉄筋コンクリート造および簡易住宅以外は木造扱い（木造等）
となります。
　● 鉄筋コンクリート造とは、建物の主要構造部のうち、柱、はり
および床がコンクリート造または鉄骨を耐火被覆＊１した
もので組み立てられ、屋根、小屋組および外壁のすべてが
不燃材料＊２で造られた建物をいいます。
＊1 �鉄骨を耐火被覆したものとは、鉄骨をモルタル、パーライ
ト、吹き付け石綿、吹き付けロックウール等またはプレキャ
ストコンクリート版等の耐火力を持った不燃材料によって
被覆したものをいいます。

＊２ �不燃材料とは、コンクリート、れんが、瓦、石綿スレート、鉄鋼、
アルミニウム、ガラス、モルタル、しっくい等の不燃性の建築
材料をいいます。

　● 簡易住宅とは、次の①または②のいずれかに該当するものを
いいます。
①　基礎工事が十分でないもの
②　組立、解体、撤去などが容易なプレハブ、ユニットハウス
等で当組合が認めるもの

２　家財の加入基準額は、ご加入者の属する世帯人員（本人を含む）
に応じて下表のとおりです。ただし、簡易宿泊所の居住者および
船内居住者の場合は、１世帯について50万円が限度です。

世帯人員 加入基準額

１人    400万円 （まで）

２人    800万円 （まで）

３人 1,200万円 （まで）

４人 1,600万円 （まで）

５人以上 2,000万円 （まで）

（10万円単位でご加入いただけます）

第６　保障期間（共済期間）と掛金の払込方法
１　保障の開始は、当組合が申込書の内容を審査して承諾した場合
に、保障開始希望日の午前０時からとなります。なお、申込書の保
障開始希望日が未記入またはお申し込みの日以前の場合は、お申
し込みの日の翌日を保障開始希望日とさせていただきます。ただ
し、初回掛金が所定の期日にご指定の口座から口座振替されて、
保障開始希望日の午前０時から効力が生じます。

２　当組合が申込書の内容を審査して承諾したときは、その日から
20日以内に加入証書をご加入者に発行します。

３　加入証書の記載項目は次のとおりです。
(1)　当組合の名称
(2)　ご加入者（共済契約者）の氏名および被共済者を特定するた
めに必要な事項

(3)　共済金の支払事由
(4)　共済期間
(5)　共済金額（保障限度額）
(6)　共済の目的（共済の対象）を特定するために必要な事項
(7)　掛金およびその払込方法
(8)　危険の増加に関する通知義務
(9)　保障開始日
 (10)　加入証書の作成日
４　保障期間（共済期間）は、初年度については保障開始日から初め
て迎える３月31日までとなります。その後は更新されることに
より、事業年度に合わせて毎年４月１日から翌年３月31日まで
の１年間となります。

５　掛金は、ご指定の口座から、次のとおり口座振替させていただ
きます。
(1)　月払いの場合
　　 毎月15日（金融機関が休業日のときは翌営業日。以下同じ）
※なお、保障開始希望日の関係から、初回のみ２ヵ月分の掛金
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を振り替える場合があります。
(2)　年払いの場合
　　 毎年３月15日（金融機関が休業日のときは翌営業日。以下同じ）
※ただし、初年度掛金については、当組合が指定する月の15日
に、保障開始希望日の翌月（保障開始希望日が１日の場合は
その月）から最初に迎える３月31日までの月数に相当する
掛金を振り替えます。なお、２月中にお申し込みをいただい
た場合は、３月分と翌年度分（４月１日から翌年３月31日）
の合計13ヵ月分を振替させていただくことがあります。

６　月払いおよび年払いとも15日に振替ができなかった場合は、そ
の月の28日（金融機関が休業日のときは翌営業日。以下同じ）に再
度振替させていただきます。また、28日にも振替ができなかったと
きは翌月15日に（月払いの場合には延滞した当月分の掛金と翌月
分の掛金の２ヵ月分を合算して）振替させていただきます。この場
合、合算された合計金額での振替となり、一部の掛金のみ振り替え
ることはできません（なお、ご指定の口座から、当組合の他の共済
の掛金も振り替えられる場合には、その掛金分も合算されます）。

　　したがって、口座の残高が合算された合計金額に不足しています
と、すべての掛金が振替不能となり、ご加入が失効となる場合が
ありますので、ご注意ください（「第10　ご加入が失効となる場合」
（９ページ）をご参照ください）。

第７　ご加入の更新
ご加入は特にお申し出がない場合や掛金の滞納による失効（「第

10　ご加入が失効となる場合」（９ページ））がない場合は毎年自動
更新されますので、ご加入者が手続きをされる必要はありません。
ご加入が自動更新される場合には、加入証書の発行を省略させてい
ただきます。ただし、ご加入の住宅や家財が対象となる物の範囲
（｢第２　対象となる物の範囲｣（３ページ））外である場合には更新
いただけません。また、次の(1)〜(4)のいずれかに該当する場合、
当組合はご加入の更新をいたしません（被共済者が（3）のみに該当
する場合、その被共済者にかかる部分に限ります）。この場合、事業
年度末（３月末日）までにご通知します。
(1)　ご加入者、被共済者(死亡共済金の場合を除く)または共済金
受取人が当組合にこの共済に基づく共済金を支払わせること
を目的として故意に支払事由を発生させ、または発生させよ
うとした場合

(2)　被共済者または共済金受取人が、この共済に基づく共済金
の請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合

(3)　ご加入者、被共済者または共済金受取人が、次のいずれかに
該当する場合
①　暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経
過しない者を含む）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という）に該当すると
認められること

②　反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与

するなどの関与をしていると認められること
③　反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④　法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営
を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると
認められること

⑤　その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有
していると認められること

(4)　(1)〜(3)のほか、当組合のご加入者、被共済者または共済金
受取人に対する信頼を損ない、ご加入の存続を困難とする重
大な事由が生じた場合

第８　ご加入が無効となる場合
１　次の場合は、ご加入が無効となります。
(1)　住宅や家財が対象となる物の範囲（「第２　対象となる物の
範囲」（３ページ））外である場合

(2)　共済金を不法に取得する目的または第三者に共済金を不法
に取得させる目的をもってご加入した場合

(3)　ご加入額が、住宅や家財についてご加入できる額の最高限度
を超過している場合は、その超過分は無効となります。

２　ご加入が無効となる場合、共済金の支払事由が発生していても、
そのご加入による共済金はお支払いしません。また、すでに共済
金等をお支払いしていたときは、当組合は、その共済金等の返還
を請求することができます。

第９　ご加入が解除となる場合
１　告知義務違反による解除
(1)　ご加入者が、故意または重大な過失により、申込書の記載事
項のうち、当組合が共済金の支払事由の発生の可能性（以下、
「危険」という）に関する重要な事項（この共済と同一の対象に
対して締結している他の共済契約または保険契約に関する事
実を含む）として告知を求めた事項について、事実を告げな
かったとき、または事実でないことを告げたときは、ご加入は
将来に向かって解除されます。

　 　この場合、共済金の支払事由が発生した後においても、当組
合は解除することができ、共済金はお支払いしません。また、
すでに共済金等をお支払いしていたときは、当組合は、その共
済金等の返還を請求することができます。ただし、ご加入者、
被共済者または共済金受取人が、共済金の支払事由の発生が
解除の原因となった事実に基づかないことを証明されたとき
には、共済金をお支払いします。

(2)　次の①〜⑤のいずれかに該当する場合には、当組合は前記(1)
による解除をすることができません。
①　当組合が、ご加入の締結の際、解除の原因となる事実を
知っていたとき、または過失によって知らなかったとき

②　当組合のためにご加入の締結の媒介を行うことができる
者(ご加入の締結の代理を行うことができる者を除き、以下
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「共済媒介者」といいます)が、ご加入者が解除の原因となる
事実の告知をすることを妨げたとき。ただし、共済媒介者の
行為がなかったとしても、ご加入者が、前記(1)の当組合が告
知を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事
実でないことを告げたと認められるときを除きます。

③　共済媒介者が、ご加入者に対し、前記(1)の告知をしないこ
とを勧めたとき、または事実でないことを告げることを勧め
たとき。ただし、共済媒介者の行為がなかったとしても、ご加
入者が、前記(1)の当組合が告知を求めた事項について、事実
を告げなかったか、または事実でないことを告げたと認めら
れるときを除きます。

④　当組合が、ご加入の締結後、解除の原因となる事実を知り、
その事実を知った日から１ヵ月が経過したとき、またはご加
入を締結した時（お申し込みの日）から５年を経過したとき

⑤　ご加入の効力が生じた日（保障開始日）から２年以内に共
済金の支払事由が生じなかったとき

２　危険の増加による解除
(1)　次の①、②のいずれかに該当する場合には、ご加入は将来に
向かって解除されます。
①　「第21　通知義務」（22ページ）で当組合が通知を求める
事項の事実（以下、「通知事項の事実」という）の発生により、
危険の増加（当組合が告知を求めた事項についての危険が高
くなり、このご加入の掛金が、その危険を計算の基礎として
算出される掛金に不足する状態にあることをいいます。以下
同じ）が生じた場合において、ご加入者が故意または重大な
過失によって、通知事項の事実の発生を遅滞なく通知しな
かったとき

②　当組合のご加入の引受の範囲を超えることとなったとき
(2)　次の①、②のいずれかに該当する場合には、当組合は前記(1)①
による解除をすることができません。
①　当組合が、解除の原因となる事実を知り、その事実を知っ
た日から１ヵ月が経過したとき

②　通知事項の事実の発生による危険の増加が生じた時から
５年を経過したとき

(3)　前記(1)によりご加入が解除される場合、通知事項の事実が
発生した時から、解除された時までに発生した共済金の支払
事由については、共済金はお支払いしません。また、すでに共
済金等をお支払いしていたときは、当組合は、その共済金等の
返還を請求することができます。ただし、前記(1)①において、
通知事項の事実に基づかずに共済金の支払事由が発生したと
きには、共済金をお支払いします。

３　重大事由による解除
　　次の（1）〜（4）のいずれかに該当する場合には、ご加入は将来に
向かって解除されます。この場合、（1）〜（4）までの事由が生じた
時から解除した時までに発生した支払事由については、共済金は
お支払いしません。また、すでに共済金等をお支払いしていたと

きは、当組合は、その共済金等の返還を請求することができます。
　　ただし、（3）のみに該当する場合で、（3）①〜⑤のいずれかに該当す
るのが被共済者のみであるときは、（3）の事由が生じたときから解除
したときまでに発生したその被共済者にかかる支払事由について、
共済金はお支払いしません。また、すでに共済金等をお支払いしてい
たときは、当組合は、その共済金等の返還を請求することができます。

　　（3）のみに該当する場合で、（3）①〜⑤のいずれかに該当するの
が共済金受取人のみであるときは、（3）の事由が生じたときから
解除したときまでに発生したその受取人にかかる共済金はお支
払いしません。また、すでに共済金等をお支払いしていたときは、
当組合は、その共済金等の返還を請求することができます。その
受取人が共済金の一部の受取人であるときは、共済金の残額をそ
の他の共済金受取人にお支払いします。
(1)　ご加入者、被共済者（死亡共済金の場合を除く）または共済金
受取人が当組合にこの共済に基づく共済金を支払わせること
を目的として故意に支払事由を発生させ、または発生させよう
とした場合

(2)　被共済者または共済金受取人が、この共済に基づく共済金の
請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合

(3)　ご加入者、被共済者または共済金受取人が、次のいずれかに
該当する場合
①　暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経
過しない者を含む）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他
の反社会的勢力（以下「反社会的勢力」という）に該当すると
認められること

②　反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与
するなどの関与をしていると認められること

③　反社会的勢力を不当に利用していると認められること
④　法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営
を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると
認められること

⑤　その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有
していると認められること

(4)　（1）〜（3）のほか、当組合のご加入者、被共済者または共済金
受取人に対する信頼を損ない、ご加入の存続を困難とする重
大な事由が生じた場合

４　ご加入の解除は、ご加入者または質権者に対する通知により行
います。ただし、ご加入者の所在不明、死亡その他の理由でご加入
者に通知できないときは、ご加入者の推定相続人への通知により
行います。なお、推定相続人が２名以上のときは、そのうち１名の
方への通知となります。

第10　ご加入が失効となる場合
掛金の振替が連続して３ヵ月できなかった場合、ご加入は失効し

ます。この場合、当組合は、ご加入者に失効となったことを通知しま
す。なお、失効が確定したときから１ヵ月以内で、かつその間に共済
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金の支払事由が発生していないときは、当組合の承認をもって、ご
加入を復活できます。

第11　ご加入が取消となる場合
ご加入の締結に際して、ご加入者、被共済者または共済金受取人

に詐欺または強迫の行為があったときは、ご加入は取消となります。
この場合、すでに払い込まれた掛金は払い戻しません。また、共済金
の支払事由が発生していても共済金はお支払いしません。すでに共
済金等をお支払いしていたときは、当組合は、その共済金等の返還
を請求することができます。

第12　ご加入が消滅する場合
ご加入後、次の(1)〜(4)までの事実が発生した場合には、ご加入

は、その発生した日において消滅します。
(1)　共済の対象となっている住宅や家財が滅失したこと
(2)　共済の対象となっている住宅や家財が解体されたこと
(3)　共済の対象となっている住宅や家財が譲渡されたこと（法令
に基づく収用または買収による所有権の移転を含む）

(4)　１回の共済金の支払事由において、支払われた火災等共済金
の額がご加入額の80％以上となったこと

第13　ご加入者の解約による場合
ご加入者は、将来に向かってご加入を解約することができます。

ただし、質権を設定されている場合は書面による質権者の同意が必
要です。解約の手続きおよび効力については、「第22　ご加入内容の
変更、解約などの手続き」の８（24ページ）をご参照ください。なお、
この共済には解約返戻金はありません。

第14　掛金の払戻し
１　ご加入が「第８　ご加入が無効となる場合」の１(2)（７ページ）に
より無効となる場合、すでに払い込まれた掛金は払い戻しません。
それ以外の事由によりご加入が無効となる場合には、無効となった
ご加入について、すでに払い込まれた掛金に相当する金額を払い
戻します。ただし、すでに割戻金をお支払いしていたときは、その
金額を差し引きます。

２　ご加入が「第９　ご加入が解除となる場合」（７ページ）により
解除となる場合、すでに払い込まれた掛金のうち、解除の日の属
する月の翌月から起算した未経過共済期間にかかる金額を払い
戻します。なお、掛金の払込方法が年払いの場合には、未経過共済
期間の月数に掛金額の12分の１を乗じた金額を払い戻します。

３　ご加入が前記「第11　ご加入が取消となる場合」により取消と
なる場合、すでに払い込まれた掛金は払い戻しません。

４　ご加入が前記「第12　ご加入が消滅する場合」により消滅する
場合、すでに払い込まれた掛金のうち、消滅の日の属する月の翌月
から起算した未経過共済期間にかかる金額を払い戻します。なお、
掛金の払込方法が年払いの場合には、未経過共済期間の月数に
掛金額の12分の１を乗じた金額を払い戻します。

５　ご加入が前記「第13　ご加入者の解約による場合」により解約さ
れた場合、すでに払い込まれた掛金のうち、解約の効力が生じる日の
前日が属する月の翌月から起算した未経過共済期間にかかる金額
を払い戻します。なお、掛金の払込方法が年払いの場合には、未経過
共済期間の月数に掛金額の12分の１を乗じた金額を払い戻します。

６　１ヵ月に満たない期間については、掛金の払戻しはされません。
７　未経過共済期間にかかる金額自体の計算上１円未満の端数が
生じた場合、四捨五入して計算するものとします。

共済金のお支払いに関することについて

第15　対象となる共済金の支払事由について
共済の対象となる住宅または家財につき、保障期間（共済期間）中

に生じた次の事由による損害を共済金の支払事由とします。
１　火災等
(1)　「火災等」とは、火災、破裂・爆発、航空機の墜落、車両の衝突、
不慮の災害および落雷をいいます。

※「火災」とは、人の意図に反してもしくは放火により発生し、ま
たは人の意図に反して拡大する消火の必要のある燃焼現象で
あって、これを消火するためには、消火施設またはこれと同程
度の効果のあるものの利用を必要とする状態をいいます。

※「破裂・爆発」とは、気体もしくは薬品等の急激な膨張による破
裂もしくは爆発をいいます。

※「車両の衝突」とは、車両（ご加入者もしくはご加入者と生計を一に
する親族が所有する車両または運転する車両を除く。以下同じ）
の飛び込みまたは車両からの積載物の衝突もしくは接触をいい
ます。

※「不慮の災害」とは、次のものをいいます。ただし、風水害等によ
るものを除きます。
①　建物の外部からの物体の落下、飛来、衝突または倒壊（た
だし、ご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族の
加害行為を除く）

②　給排水設備に生じた不測かつ突発的な事故に伴う漏水、
放水または溢水による水ぬれ
　● ｢給排水設備｣とは、水道管、排水管、給水タンク、トイレの
水洗用設備、浄化槽、スプリンクラー設備および装置等の
ことをいい、常設されておらずその都度排水の用に供する
排水ホースの類は含みません。なお、洗濯機、浴槽、洗面台、
食洗器等については、本体に連なる排水管部分のみを給排
水設備に含み、本体そのものを除きます。

③　第三者（ご加入者と生計を一にする親族を含まない。以下
同じ）の居室で生じた不測かつ突発的な事故に伴う漏水、
放水または溢水による水ぬれ

④　その他突発的な第三者の直接加害行為（ただし、損害額が
５万円未満のものを除く）

(2)　火災等による損害は、次の損害を含みます。
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①　消防破壊・消防冠水によって生じた損害
②　住宅の焼失・焼損部分の修復のためその周囲を取り壊す
必要がある場合に、その取り壊しによって生じた損害

③　避難および家財の搬出の際に生じた損害
④　前記(1)※②の場合における給排水設備に生じた損害
（ただし、その給排水設備に存在する欠陥または腐食、さび、
かび、ねずみ食い、虫食い、その他の自然消耗等に起因するも
のを除く）

⑤　残存物の取片付けにかかる費用損害
(3)　火災等による損害には、燃焼機器、冷暖房機器、電気機器等の
加熱等によって生じた当該機器等のみの損害並びに凍結によ
る水道管、水管またはこれらに類するものの破裂等によって
生じた当該水道管等のみの損害は含まれません。

２　風水害等
(1)　「風水害等」とは、暴風雨、旋風、突風、台風、高潮、高波、洪水、
なが雨、豪雨、雪崩、降雪および降ひょうをいいます。

(2)　風水害等による損害は、10万円を超える損害または床上浸
水をいいます（「第16　お支払いする共済金について」の９
（14ページ）をご参照ください）。

(3)　風水害等による損害には、住宅の欠陥および老朽化による損
害ならびにそれらに伴う雨もり等による損害は含まれません。

※｢雨もり等｣とは、その風水害等を直接の原因とした住宅外部の
壊れ、亀裂、傷、傾斜、変形およびずれに起因しない吹き込み、
浸み込み、漏入等による住宅内部のみの損害をいいます。

３　地震等
(1)　「地震等」とは、地震もしくは噴火またはこれらによる津波を
いいます。

(2)　地震等による損害については、「第16　お支払いする共済金
について」の10（16ページ）をご参照ください。

第16　お支払いする共済金について
１　火災等共済金
(1)　住　宅
①　住宅のご加入額が加入基準額に基づき算出した額（坪当た
りの加入基準額×住宅の延床坪数。以下同じ）の70％以上に
相当する場合は、火災等による損害額が再取得価額で評価さ
れます。したがって、この場合において火災等により損害が
生じたときは、ご加入額を限度として次のとおり共済金をお
支払いします。

損　害　内　容 共　 済　 金

全　焼（70％以上の焼破損） ご 加 入 額 の 全 額

部分焼（70％未満の焼破損） 損害額（再取得価額）

※�住宅の延床面積に対する焼破損としての被災面積の
割合が70％以上の場合は全焼となります。

②　住宅のご加入額が加入基準額に基づき算出した額の70％

未満の場合は、ご加入額の範囲内で加入割合に基づき支払額
が算出されます。

③　門、塀、納屋、物置、カーポートなどについては、住宅のご加
入額の10％を限度として実際の損害額をお支払いします。
なお、住宅も同時に火災等により損害を被った場合は、住宅
の共済金を含めた共済金の合計額が住宅のご加入額を超え
ない範囲でお支払いします。

(2)　家　財
　　 火災等による損害額は再取得価額で評価され、ご加入額を限
度として共済金をお支払いします。

(3)　再取得価額
　　 再取得価額とは、損害を被った住宅や家財と同一の規模、主
要構造、質、用途、型および能力のものを新たに建築もしくは
購入、または修復するのに必要な額をいいます。

２　風呂の空だき共済金
　　保障期間（共済期間）中に生じた風呂の空だきにより、共済の対
象となる浴槽、風呂釜などにのみ損害が生じた場合は、５万円を
限度として実際の損害額をお支払いします。

３　臨時費用共済金
　　ご加入の住宅または家財の火災等に伴う、生活上の臨時の支出
に充てるために要する額として、前記１の火災等共済金のほか、
１回の共済金の支払事由につき200万円を限度に、その火災等共
済金の20％の額を臨時費用共済金としてお支払いします。ただし、
前記２の風呂の空だきによる損害の場合はお支払いしません。

４　焼死等共済金
(1)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅におけ
る火災等を直接の原因として、その事故の日からその日を含
めて180日以内に、ご加入者またはご加入者と同一世帯に属
する方が死亡または重度障害（「〈別表１〉　重度障害の範囲」
（26ページ）のいずれかに該当する身体障害をいいます。以下
同じ）となられた場合は、１人につき100万円、１回の共済金
の支払事由につき合計500万円までの額をお支払いします。

(2)　ご加入者またはご加入者と同一世帯に属する方が前記(1)の
重度障害となり、その共済金の請求前に死亡された場合は、重
度障害の状態にならずに死亡したものとみなします。

５　持ち出し家財見舞共済金
　　ご加入の家財のうち、ご加入者もしくはご加入者と生計を一にす
る親族によって一時的に持ち出されたものについて、日本国内の他
の建物（アーケード、地下街等もっぱら通路に利用されているもの
を除く）内において火災等により損害が生じた場合は、１回の共済
金の支払事由につき100万円を限度に、家財のご加入額の20％の
額またはその損害額のうちいずれか少ない額をお支払いします。

　　ただし、次の場合を除きます。
　①　運輸・運送業者または寄託引受け業者に託している場合
　②　単身赴任等により長期または継続的に持ち出している場合
　③　交通機関内にある場合
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※�風水害等による損害には、住宅の欠陥および老朽化による損害な
らびにそれらに伴う雨もり等（その風水害等を直接の原因とした
住宅外部の壊れ、亀裂、傷、傾斜、変形およびずれに起因しない吹き
込み、浸み込み、漏入等による住宅内部のみの損害をいう）による
損害は含まれません。

※�家財のみにご加入されている方が住宅に一部破損の損害を被った
場合、または住宅のみにご加入されている方が家財に一部破損の
損害を被った場合は、見舞共済金のお支払いの対象となりません。

※�罹災証明書とは、内閣府の定める「災害に係る住家の被害認定基準
運用指針」に基づき、地方自治体が、自然災害による損害を被った家
屋について調査を実施のうえ、「全壊」、「大規模半壊」、「中規模半壊」、
「半壊」、「準半壊」、「準半壊に至らない（一部損壊）」の区分により被害
程度を証明するもので、各自治体から発行されるものをいいます。

※�住宅が罹災証明書により、「準半壊」または「準半壊に至らない（一部
損壊）」と被害認定された場合は、一部破損の区分にて、ご加入の住
宅またはご加入の家財の損害額による破損の状態に応じてお支払
いします。

※�床上浸水については、全壊・流失の場合を除き、下表基準にて見舞
共済金をお支払いします。なお、1回の風水害等により一部破損と
床上浸水が重複して発生した場合は、見舞共済金を重複してお支
払いすることはできません。この場合には、計算されたそれぞれ
の共済金額のうち最も高い金額にて共済金をお支払いします。

区　　分 損　害　内　容

住宅にご加入の場合（住宅・家
財ともにご加入の場合を含む）

家財のみにご加入
の場合

ご加入額が
2,000万円
以上のとき

ご加入額が
2,000万円
未満のとき

ご加入額が
1,000万円
以上のとき

ご加入額が
1,000万円
未満のとき

床上浸水

床面以上の浸水
または土砂の流入
住宅の延床面積の
50％以上で、日常
生活を営むことが
困難な状態（ ）

浸水高
120cm以上 300万円

ご加入額の
15％ 150万円 ご加入額の

15％

浸水高60cm以上
120cm未満 120万円

ご加入額の
６％   60万円 ご加入額の

６％

浸水高
60cm未満   60万円 ご加入額の

３％   30万円 ご加入額の
３％

床面以上の浸水
または土砂の流入
住宅の延床面積の
50％未満（ ）

浸水高
60cm以上   60万円 ご加入額の

３％   30万円 ご加入額の
３％

浸水高
60cm未満   20万円 ご加入額の

１％   10万円 ご加入額の
１％

※�床上浸水とは、居住の用に供する部分の床面（畳敷または板張り等
のものをいい、土間およびたたきの類を除く。以下同じ）以上に浸水
した場合をいい、床面以上に土砂が流入した場合を含みます。なお、
浸水高とは、居住の用に供する部分の床面からの高さをいいます。
(2)　付属建物等が風水害等により10万円を超える損害を被った
場合、下表の見舞共済金をお支払いします。

区　　分 損　害　内　容 住宅にご加入の場合（住宅・家
財ともにご加入の場合を含む）

家財のみにご加入
の場合

一部破損 付属建物等の損害額が10万円
を超える破損の状態 一律５万円 −−−−

※�家財のみにご加入の場合や、ご加入の住宅が全壊・流失の損害

６　漏水見舞費用共済金
　　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅から保障期
間（共済期間）中に発生した事故（火災、破裂および爆発を除く）に
より第三者の住宅その他の建物や家財その他の動産に水ぬれの
損害を与えた場合は、第三者１世帯につき40万円かつ１回の共
済金の支払事由につき合計100万円を限度に、ご加入額の20％の
額またはご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族がそ
の損害に対する見舞金(賠償金を含む)として第三者に支払った
額のうちいずれか少ない額をお支払いします。

７　失火見舞費用共済金
　　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅から保障期
間（共済期間）中に発生した火災、破裂または爆発により第三者の
住宅その他の建物や家財その他の動産に臭気付着以外の損害を
与えた場合は、第三者１世帯につき40万円かつ１回の共済金の
支払事由につき合計100万円を限度に、ご加入額の20％の額また
はご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族がその損害
に対する見舞金(賠償金を含む)として第三者に支払った額のう
ちいずれか少ない額をお支払いします。

８　借家修復費用見舞共済金
　　第三者が所有する住宅に借家として住み、家財にご加入されてい
る場合において、ご加入者の占有部分から発生した火災等により
当該住宅に損害が生じ賃貸借契約に基づき修復する場合は、１回
の共済金の支払事由につき100万円を限度に、ご加入額の20％の
額またはご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族が修復
の支出に充てた額のうちいずれか少ない額をお支払いします。

９　風水害等見舞共済金
(1)　ご加入の住宅（付属建物等を除く）またはご加入の家財が風
水害等により10万円を超える損害または床上浸水を被った場
合は、ご加入額に応じて下表の見舞共済金をお支払いします。

区　　分 損　害　内　容

住宅にご加入の場合（住宅・家
財ともにご加入の場合を含む）

家財のみにご加入
の場合

ご加入額が
2,000万円
以上のとき

ご加入額が
2,000万円
未満のとき

ご加入額が
1,000万円
以上のとき

ご加入額が
1,000万円
未満のとき

全壊・流失 住宅が罹災証明書により、「全
壊」と被害認定された場合 600万円 ご加入額の

30％ 300万円 ご加入額の
30％

半　　壊

住宅が罹災証明書により、「大規模
半壊」、「中規模半壊」または「半壊」
と被害認定された場合（ただし、床
上浸水による被害については床上
浸水区分にてお支払いします。）

300万円 ご加入額の
15％ 150万円 ご加入額の

15％

一部破損

ご加入の住宅またはご加入の家財の損
害額が100万円を超える破損の状態   60万円 ご加入額の

３％   30万円 ご加入額の
３％

上記の損害額が50万円を超え
100万円以下の破損の状態   40万円 ご加入額の

２％   20万円 ご加入額の
２％

上記の損害額が20万円を超え
50万円以下の破損の状態   20万円 ご加入額の

１％   10万円 ご加入額の
１％

上記の損害額が10万円を超え
20万円以下の破損の状態 一律５万円 一律2.5万円
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(2)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅の被災を
直接の原因として、ご加入者またはご加入者と同一世帯に属
する方がその事故の日からその日を含めて180日以内に死亡
または重度障害となられた場合は、１人につき100万円、１回
の共済金の支払事由につき合計500万円までの基本共済金を
お支払いします。

(3)　ご加入者またはご加入者と同一世帯に属する方が前記(2)の
重度障害となり、その共済金の請求前に死亡された場合は、重
度障害の状態にならずに死亡したものとみなします。

(4)　１回の地震等により、当該共済金および地震等特約共済金
（特約コースの「第13　お支払いする共済金について」の２（32
ページ））の支払事由の発生がこの会の総支払限度額を超える
ときは、次の算式に基づき、基本共済金を削減してお支払いし
ます。１回の地震等による総支払限度額を令和６年４月１日
現在は3,000億円に設定しています。なお、この限度額の設定
は変更されることがあります。

お支払いする基本共済金の額 ＝ 所定の基本共済金の額 ×
この会の総支払限度額
地震等基本共済金および
地震等特約共済金の総額

(5)　前記(4)にかかわらず、地震等によって共済金の支払事由が
異常に発生し、所定の準備金を取り崩してもなお、所定の基本
共済金を支払うことができない場合は、基本共済金の分割払
い、支払いの繰り延べまたは削減をさせていただきます。

(6)　基本共済金を削減して支払うおそれがあるときは、支払う
基本共済金の一部を概算払いし、支払うべき基本共済金が確
定した後に、差額をお支払いすることがあります。

(7)　72時間以内に生じた複数の地震等は、１回の地震等とみな
します。ただし、被災地域が全く重複しない場合には、この限
りではありません。

(8)　前記(7)の地震等によりご加入の住宅またはご加入の家財を
収容する住宅に損害があった場合は、１回の共済金の支払事
由とみなします。

(9)　72時間を超えて生じた複数の地震等によりご加入の住宅ま
たはご加入の家財を収容する住宅に損害があった場合で、損害
を修復していないときは、１回の共済金の支払事由とみなし、
最終的な損害の程度に基づき基本共済金をお支払いします。

(10)�　前記(8)および(9)の場合において、これらの複数の地震等
による損害の一部につき、すでにお支払いした共済金がある
場合は、その差額をお支払いします。

11　ご加入の住宅や家財について、ご加入者と生計を一にする親族
により分割された契約がある場合、その合計額が各共済金の限度
額を超えない範囲においてお支払いします。

第17　共済金のお支払いに伴うその他の事項
１　掛金の払込猶予期間中に共済金の支払事由が発生した場合に
は、未収掛金が払込猶予期間中に払い込まれるまで共済金の支払

を被った場合は、付属建物等の見舞共済金はお支払いの対象と
なりません。

(3)　前記(1)および(2)における「付属建物等」とは、住宅に付属する
門、塀、垣（生垣を除く）その他の工作物並びに住宅に付属する物
置、納屋、カーポートその他これらに準ずる付属建物をいいます。

(4)　複数の風水害等によりご加入の住宅または家財に損害が
あった場合で、先に発生した損害を修復していないときは、１
回の共済金の支払事由とみなし、最終的な損害の程度に基づ
き見舞共済金をお支払いします。

(5)　１回の風水害等により、当該共済金の支払事由の発生がこ
の会の総支払限度額を超えるときは、次の算式に基づき、見舞
共済金を削減してお支払いします。１回の風水害等による総
支払限度額を令和６年４月１日現在は850億円に設定してい
ます。なお、この限度額の設定は変更されることがあります。

お支払いする見舞共済金の額 ＝ 所定の見舞共済金の額 ×
この会の総支払限度額
所定の見舞共済金の総額

(6)　前記(5)にかかわらず、風水害等によって共済金の支払事由
が異常に発生し、所定の準備金を取り崩してもなお、所定の見
舞共済金を支払うことができない場合は、見舞共済金の分割
払い、支払いの繰り延べまたは削減をさせていただきます。

(7)　見舞共済金を削減して支払うおそれがあるときは、支払う
見舞共済金の一部を概算払いし、支払うべき見舞共済金が確
定した後に、差額をお支払いすることがあります。

(8)　72時間以内に生じた複数の風水害等は、これらを一括して
１回の風水害等とみなします。ただし、被災地域が全く重複し
ない場合には、この限りではありません。

10　地震等基本共済金
(1)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅が地震等
により以下の損害を被った場合は、下表の基本共済金をお支
払いします。

区　　分 損　害　内　容 支　払　額

全壊（全焼）
半壊（半焼）

住宅が罹災証明書により、「全壊」、「大規模半壊」、
「中規模半壊」、「半壊」と被害認定された場合

ご加入額の
５％

一 部 破 損
ご加入額が
100万円以上
の場合に限る（ ）

住宅の損害額が20万円を超える破損の状態
（住宅が罹災証明書により、「準半壊」、「準半壊に
至らない（一部損壊）」と被害認定された場合は、
一部破損の区分にて上記の破損の状態に該当
するときに対象となります。）

一律５万円

※�1回の地震等により全壊・半壊と一部破損が重複して発生した
場合は、共済金を重複してお支払いすることはできません。
※�罹災証明書とは、内閣府の定める「災害に係る住家の被害認定
基準運用指針」に基づき、地方自治体が、自然災害による損害を
被った家屋について調査を実施のうえ、「全壊」、「大規模半壊」、
「中規模半壊」、「半壊」、「準半壊」、「準半壊に至らない（一部損
壊）」の区分により被害程度を証明するもので、各自治体から発
行されるものをいいます。
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５　請求権代位
(1)　損害が生じたことにより被共済者が損害賠償請求権その他
の債権を取得した場合において、当組合がその損害に対して
共済金を支払ったときは、その債権は当組合に移転します。

　  　この場合、当組合に移転する額は、次の額を限度とします。
①　当組合が損害の額の全額を共済金としてお支払いした場合
　　被共済者が取得した債権の全額
②　①以外の場合
　　被共済者が取得した債権の額から、共済金が支払われてい
ない損害の額を差し引いた額

(2)　(1)②の場合に、当組合に移転せず、被共済者が引き続き有す
る債権は、当組合に移転した債権よりも優先して弁済される
ものとします。

(3)　ご加入者および被共済者は、前記(1)および(2)により当組合
が取得する損害賠償請求権その他の債権の保全および行使並び
にそのために必要な証拠や書類の入手にご協力いただく必要が
あります。なお、この場合に必要な費用は、当組合が負担します。

６　残存物
　　当組合が共済金をお支払いした場合であっても、ご加入の住宅
や家財の残存物の所有権その他の物権は、当組合がこれを取得す
る旨の意思を表示しない限り、当組合に移転しません。

第18　共済金のお支払いができない場合
１　「第15　対象となる共済金の支払事由について」（11ページ）
から「第17　共済金のお支払いに伴うその他の事項」（17ページ）
までにより共済金をお支払いできない場合のほか、ご加入が無効
であったとき、解除されたとき、失効したとき、または取消された
ときは、共済金はお支払いできません。ただし、ご加入が解除され
たときは、共済金をお支払いできる場合があります。詳しくは、
「第９　ご加入が解除となる場合」（７ページ）をご参照ください。
２　次に掲げる事由によって生じた損害または死亡もしくは重度
障害に対しては、共済金のお支払いができません。
(1)　ご加入者、被共済者または共済金受取人の故意または重大
な過失

(2)　ご加入者と生計を一にする親族の故意または重大な過失（共
済金の取得が目的でないと証明された場合を除く）

(3)　共済事故の際の紛失または盗難
３　次に掲げる事由によって生じた損害または死亡もしくは重度
障害（これらの事由によって発生した共済事故が延焼または拡大
して生じた損害または死亡もしくは重度障害、および発生原因の
いかんを問わず共済事故がこれらの事由によって延焼または拡
大して生じた損害または死亡もしくは重度障害を含む）に対して
は、共済金のお支払いができません。
(1)　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他
これらに類似の事変または暴動（群衆または多数の者の集団の

いを留保、または支払うべき共済金から未収掛金を差し引きます。
２　ご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族は、火災等、
風水害等または地震等によりご加入の住宅や家財に損害あるい
はその損害の原因が発生した場合には、生命に危険のあるときを
除き、損害の発生および拡大の防止に努めなければなりません。
なお、ご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族が故意ま
たは重大な過失によりこの防止義務を行わなかったときは、損害
の額から損害の発生および拡大を防止することができたと認め
られる額を差し引いた残額を損害の額とみなします。

３　火災等の損害により共済金が支払われる場合において、損害の
発生および拡大の防止のために必要または有益な費用を、ご加入
者もしくはご加入者と生計を一にする親族が支出したと当組合が
認めたときには、次の費用を火災等共済金に含めて支払います。
(1)　消火活動のために費消した消火薬剤等の再取得費用
(2)　消火活動に使用したことにより損傷した物（消火活動に従
事された方の着用物を含む）の修理費用または再取得費用

(3)　消火活動のために緊急に投入された人員または器材にかか
わる費用（人身事故に関する費用、損害賠償に要する費用また
は謝礼に属するものを除く）

４　ご加入が他の共済や保険と重複する場合について
(1)　この共済のほかに火災等による損害を保障する他の共済や
保険をご契約されている場合において、それぞれの契約につ
いて他の契約がないものとして算出された支払責任額の合計
額が損害の額を超えるときは、この共済の共済金のお支払い
は、次のようになります。
①　他の共済や保険から共済金や保険金が支払われていない場合
　　この共済の支払責任額
②　他の共済や保険から共済金や保険金が支払われている場合
　　損害の額から、他の共済や保険から支払われた共済金およ
び保険金の合計額を差し引いた額。ただし、この共済の支払
責任額を限度とします。

(2)　この共済の共済金が、再取得価額（「第16　お支払いする共
済金について」の１(3)（13ページ））により支払われる場合に
おいて、他にご契約されている共済や保険に再取得価額を基準
として算出された額を支払う旨の規定がないときは、前記(1)
にかかわらず、当組合は、次の算式により算出される額をお支
払いします。ただし、この共済の支払責任額を限度とします。

お支払いする共済金の額 ＝ 損害の額 −  
再取得価額を基準として算出された額を
支払う旨の規定がない他の契約によって
払われるべき共済金および保険金の額

(3)　この共済の共済金との調整の定めがない他の共済や保険と
重複する場合などについても、それぞれの契約から支払われ
る保険金などの合計額が損害額となるよう調整されます。

(4)　火災等共済金（「第16　お支払いする共済金について」の１
（12ページ））以外の共済金については、他の契約がないものと
して共済金をお支払いします。
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返還を請求することができます。
８　共済金、掛金の払戻金および割戻金の支払いを請求する権利は、
これらを行使することができる時から３年間請求されなかった
ときは、時効により消滅します。

第19　共済金の受取人
１　共済金の受取人は、この共済によりてん補される損害を受けた
方（被共済者）となります（ご加入者またはご加入者と同一世帯に
属する方の死亡または重度障害を支払事由とする焼死等共済金
および地震等基本共済金を除く）。ただし、質権が設定されている
場合は、質権設定金額までは、質権者または質権者が指定する者
が受取人となります（質権設定については、当組合までご連絡く
ださい）。

２　ご加入者またはご加入者と同一世帯に属する方の死亡または
重度障害を支払事由とする共済金（焼死等共済金および地震等基
本共済金）の受取人は、死亡の場合には、死亡された方の相続人、
重度障害の場合には、重度障害になられた方となります。なお、死
亡の場合における共済金の受取人が複数のときは、その受取割合
は均等となります。

３　共済金受取人の指定または変更をすることはできません。

第20　共済金のご請求からお支払いまで
１　共済金の支払事由が生じたときは、遅滞なく当組合までご連絡
ください。ご請求に必要な用紙をただちにお送りします。ご請求
の際には、遅滞なく共済金の請求に必要な書類（「〈別表２〉　共済
金支払請求の場合の提出書類」（27〜28ページ））を当組合までご
提出ください。なお、共済金の請求に必要な書類は、当組合からお
送りする書類に記載されています。
※共済金をご請求いただく際には、火災等による損害を保障する
他の契約に関する事実の有無およびその内容（すでにその契約
から保険金等の支払いを受けた場合には、その事実を含む）を
当組合に通知していただく必要があります。

２　共済金の受取人（前記「第19　共済金の受取人」）が２名以上の
ときは、代表者１名をご選定のうえ、その方が手続きをされます
ようお願いします。

３　前記１および２により、共済金のご請求を受けた場合には、共
済金の請求に必要な書類が当組合に到着した日の翌日からその
日を含めて30日以内に、共済金の支払事由または共済金が支払
われない事由の有無、損害額、ご加入の無効、解除または取消事由
の有無その他当組合が支払うべき共済金の額を確定するために
必要な確認または調査を終え、当組合の指定する場所において
（口座振込により）共済金をお支払いします。
４　当組合は、前記３の確認または調査において、次表の(1)〜(6)
のいずれかに該当し、前記３に定める日までに必要な確認または
調査ができない場合には、前記３にかかわらず、共済金の請求に

行動によって、全国または一部の地区において著しく平穏が害
され、治安維持上重大な事態と認められる状態をいう。以下同じ）

(2)　地震もしくは噴火またはこれらによる津波
　 　ただし、半壊・半焼以上もしくは20万円を超える損害などの
場合には、地震等基本共済金（「第16　お支払いする共済金に
ついて」の10（16ページ））をお支払いします（地震等が発生し
た日から10日を経過した後に生じた損害を除きます）。

(3)　核燃料物質（使用済燃料を含む）もしくは核燃料物質によっ
て汚染された物（原子核分裂生成物を含む）の放射性、爆発性
その他の有害な特性またはこれらの特性による事故

４　前記３（2）において、大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律
第73号）に基づく地震災害に関する警戒宣言が発せられたときは、
同法の規定により地震防災対策強化地域として指定された地域の
うち、当該警戒宣言にかかる地域内に所在する共済の対象となる
住宅や家財について当該警戒宣言が発せられた時から同法の規定
に基づく地震災害に関する警戒解除宣言が発せられた日（当該警
戒宣言にかかる大規模な地震が発生した場合は、財務大臣が地震
保険審査会の議を経て告示により指定する日。以下同じ）までの間
に申し込まれたご加入（ご加入額を増額した場合の増額部分を含
む）において、当該警戒解除宣言が発せられた日までに生じた損害
に対しては、地震等基本共済金のお支払いができません。

　　ただし、ご加入が更新によるときは、その更新直前のご加入内
容と同一内容またはご加入額を減額した場合を除きます。この場
合において、更新したご加入内容のご加入額が更新前のご加入額
を超過したときは、その超過した部分については地震等基本共済
金のお支払いができません。

５　共済金の支払事由が発生した場合に、正当な理由がなく、その
事実を遅滞なく当組合に通知することを怠ったとき、または共済
金のご請求に際して、共済金受取人が共済金支払請求書類に不実
のことを記載し、または共済金支払請求書類や共済金の支払事由
にかかる証拠を偽造もしくは変造したときは、支払うべき共済金
から、それにより当組合が被った損害の額を差し引きます。

６　共済金をご請求いただく際に、正当な理由がなく、火災等によ
る損害を保障する他の契約に関する事実の有無およびその内容
（すでにその契約から保険金等の支払いを受けた場合には、その
事実を含む）を遅滞なく当組合に通知することを怠ったときは、
支払うべき共済金から、それにより当組合が被った損害の額を差
し引きます。

７　ご加入の住宅や家財に火災等によって損害が生じ、再取得価額
（「第16　お支払いする共済金について」の１(3)（13ページ））に
より共済金をお支払いする場合において、ご加入者が正当な理由
によって当組合の承認を受けたときを除き、損害を受けた住宅や
家財に代わるべき住宅や家財を再取得しないときには、再取得価
額に基づく共済金の部分について、当組合はお支払いを免れ、ま
た、すでにその部分の共済金をお支払いしている場合には、その
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険を避けるために５日間の範囲で移転する場合または「第16  
お支払いする共済金について」の５（13ページ）に定める持ち
出し家財については通知の必要はありません。

(4)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅が滅失し
たことまたは解体されたこと。また、ご加入の住宅が譲渡され
たこと

(5)　この火災共済のほかに火災等による損害を保障する他の共
済や保険の契約を締結すること

(6)　ご加入の住宅や家財が対象となる物の範囲（「第２　対象と
なる物の範囲」（３ページ））外となること

(7)　ご加入の家財を収容する住宅に居住するご家族の人数が変
更となること。ただし、単身赴任や長期滞在で再入居が前提で
あるときは、通知の必要はありません。

その他の事項について

第22　ご加入内容の変更、解約などの手続き
１　増築による増額などご加入内容の変更を希望される場合は、
当組合にお電話または郵便はがきで「新型火災共済変更申込書」
をご請求ください。なお、一部の手続きについてはご加入の組合
のホームページから「マイページ」を利用することもできます。
「第28　マイページによる手続き」（25ページ）をご参照ください。
２　家財についてご加入の場合で、婚姻や死亡などによりご家族人
数が変更されるとき（単身赴任や長期滞在で再入居が前提の場合
を除く）は、ご加入額が変更となる場合がありますので、当組合ま
でご連絡ください。

３　ご住所や姓名に変更が生じる場合または掛金振替指定口座を
変更される場合は、すみやかに当組合までご連絡ください。
(1)　住所変更の場合は、お電話または郵便はがきで、①ご加入者
番号、②ご加入者の氏名、③新旧の住所・電話番号、④口座変更
の有無をお知らせください。なお、他府県へ転居される場合は、
転居先の共済取扱団体への異動手続きが必要となる場合があ
りますので、事前に当組合にご相談ください。（ご加入の住宅ま
たは家財に関する変更等は前記１および２並びに「第21　通知
義務」をご覧ください）。
※ご加入者等への当組合からのお知らせは、申込書に記載され
ている住所あてに行います。なお、転居等によるご加入者か
らの住所変更の届出がないときは、すでに届けられている住
所への発送をもって、当組合からのお知らせが届いたものと
させていただきます。

(2)　姓名変更の場合は、お電話または郵便はがきで姓名変更申
請書をご請求いただき、これにご記入のうえ必要書類を添え
てお送りください。なお、添付していただく必要書類は、当組
合からお送りする書類に記載されています。

必要な書類が当組合に到着した日の翌日からその日を含めて下表
に定める日数（複数に該当する場合には、それぞれの日数のうち
最長の日数）が経過する日を共済金の支払うべき期限とします。

確　認　ま　た　は　調　査 日 数
(1)�　鑑定機関、検査機関その他の専門機関による鑑定･審査･
診断等が必要な場合

(2)�　弁護士法(昭和24年法律第205号)に基づく照会その他法
令に基づく照会を行う必要がある場合

(3)�　病院等の医療機関または医師、歯科医師等への面談また
は書面等による確認または調査が必要な場合

90日

(4)�　警察、検察等の捜査機関または裁判所、消防その他公の機
関による捜査･調査等の結果を得る必要がある場合 180日

(5)�　災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用された地域に
おいて、確認または調査が必要な場合 60日

(6)�　災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づき設置さ
れた中央防災会議の専門調査会によって被害想定が報告さ
れた首都直下地震、東海地震、東南海･南海地震もしくは中
部･近畿圏の内陸地震またはこれらと同規模の損害が発生
するものと見込まれる広域災害が発生した場合

360日

５　当組合は、前記４の確認または調査を行う場合には、確認また
は調査が必要な事項およびその確認または調査を終えるべき時
期を共済金を請求された方（被共済者または共済金受取人の代表
者）にお知らせします。

６　当組合は、前記３および４の確認または調査に際し、ご加入者、
被共済者または共済金受取人が正当な理由がなくこの調査等を
妨げ、またはこれに応じなかった場合（必要な協力を行わなかっ
た場合を含む）、これにより確認または調査が遅延した期間につ
いては、前記３および４の期間に算入しません。

７　当組合が定める共済金の支払うべき期限を超えた期間につい
て、民法（明治29年法律第89号）に基づき遅延利息をお支払いし
ます。

通知義務について

第21　通知義務
ご加入後、次の(1)〜(7)の事実が発生した場合には、ご加入者は、

遅滞なく当組合までご通知ください。ただし、その事実がなくなった
後は、この限りではありません。なお、遅滞なく当組合までご通知い
ただけないときには、ご加入が解除となることがあり、その間に生じ
た損害については、共済金のお支払いができないことがあります。
(1)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅について、
用途もしくは構造を変更し、または改築もしくは増築するこ
と。ただし、変更等が軽微な場合は通知の必要はありません。

(2)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅を連続し
て30日以上空き家または無人とすること

(3)　ご加入の住宅や家財を他の場所に移転すること。ただし、危
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(3)　掛金振替指定口座を変更される場合は、お電話または郵便
はがきで預金口座振替依頼書をご請求いただき、これに必要
事項をご記入のうえお送りください。

４　地震特約コース（29ページ）にご加入の場合、基本コースのご
加入額（住宅と家財のご加入額の合計額）を変更されると、地震
特約コースのご加入額・掛金も変更となります。特約コースの
「第19　コースの変更、解約の手続き」の２（36ページ）をご参照
ください。

５　ご加入者は、当組合の承認を得て、ご加入による権利義務を承
継させることができます。ただし、ご加入を承継される方は、承継
の日において共済の対象の所有者またはその所有者と生計を一
にする２親等内の親族である必要があります。

６　ご加入者が亡くなられた場合、当組合の承認を得て相続人がご
加入による権利義務を承継することができます。

７　前記５および６により、ご加入を承継される方は組合員である
必要があります。

８　解約される場合、または自動更新を希望されない場合は、加入証
書裏面の通信欄にその旨（解約の場合は解約希望日を含む）を記入
され、署名捺印のうえお送りいただくか、もしくは、お電話または
郵便はがきで解約届をご請求いただき、これに必要事項をご記入
のうえお送りください。解約手続き完了後、お知らせします。解約
の効力は、書面に記入された解約希望日または書面が当組合に提
出された日（郵送の場合は消印日）のいずれか遅い日の翌日午前
０時から生じます。

　　ご加入の組合からも脱退される場合は、「脱退、出資金返還請
求」と明記して組合員証を同時にご返送ください。なお、この共済
を解約されても当組合の「生命共済」などにご加入されている場
合は、引き続き組合員となっていただく必要があります。

第23　割戻金のお支払い
毎年３月に決算を行い、剰余金が生じたときは３月31日におい

て加入されているご加入者に割戻金を還元します。
割戻金は、前年４月保障分から当年３月保障分として払い込まれ

た掛金に割戻率を乗じて得た金額を、８月上旬に掛金振替指定口座
にお支払いします。３月31日において有効に成立していないご加
入などは対象となりません（３月中に解約となる場合を除きます）。
なお、割戻金の中から一定割合を財務基盤の強化を図るため、総代
会決議により、出資金に振り替えることをお願いしています。ただ
し、毎事業年度の割戻率の状況等により振替を行わない場合があり
ます。
ご加入の組合から脱退するときは、出資金返還手続きをおとりい

ただきます。

第24　制度内容の変更
この共済は、消費生活協同組合法並びに厚生労働省認可の共済事

業規約、実施規則に基づいて運営されており、これらに定めのない
事項については、日本国の法令に準拠します。
掛金または保障内容は罹災率などに基づいて定期的に見直され、

必要に応じて変更される場合があります。なお、変更時における共
済事業約款の内容が適用されます。
制度内容が変更された場合は、すでにご加入いただいている方に

ついても変更後の定めが適用されます。

第25　保険料控除
この共済の掛金は、地震特約コースにご加入の場合を除き、「保険

料控除」の対象となりません。地震特約コースにご加入の場合は、特
約コースの「第22　保険料控除」の２（37ページ）をご参照ください。

第26　異議の申立て
１　共済金のお支払いなどに関する当組合の審査決定に不服があ
るご加入者または共済金受取人は、当組合の審査委員会に対して
異議を申し立てることができます。

２　異議の申立ては、当組合の審査決定を知った日から60日以内
に書面によって行ってください。

３　異議の申立てを受けた場合、審査委員会は、異議の申立てを受
けた日から60日以内に審査を行い、その結果を通知します。

第27　苦情・ご提言等の受付専用窓口
全国生協連は、ご加入者のみなさまとの信頼をよりいっそう強固

なものにするため、ご加入者の声を受け付けております。お客様の
苦情・ご提言内容を下記窓口にお申し出ください。

苦情・ご提言等の受付専用窓口
フリーダイヤル　０１２０−６００−０５０

第28　マイページによる手続き
ご加入の組合のホームページから、ご加入内容の変更や口座変更

等の手続きを行うことが可能です。この場合において、お申し込み
の日は、マイページの入力画面に入力された事項を当組合が受信し
た日となります。
詳しくは、ホームページをご確認ください。

第29　ご加入の共済についての照会、その他お問い合わせ等
共済金のご請求や住所変更等の各種お手続き、またはご加入につ

いてのお問い合わせは、38〜39ページの各都道府県民共済・全国共
済（神奈川県）までご連絡ください。
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＜別表１＞　重度障害の範囲
１．両眼の視力を全く永久に失ったもの
２．言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
３．中枢神経系または精神に著しい障害を残し、終身常時介護を要するもの
４．胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常時介護を要するもの
５．両上肢とも、手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
６．両下肢とも、足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
７．１上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったか
またはその用を全く永久に失ったもの

８．１上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの

〈備考〉
１．眼の障害（視力障害）
　�　「視力を全く永久に失ったもの」とは、万国式視力表により測定した矯正
視力が0.02以下になって回復の見込みのない場合をいいます。ただし、
視野狭窄および眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみな
しません。
２．言語またはそしゃくの障害
（1�） 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次のいずれかの場合を
いいます。

　　①�　語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種の
うち、３種以上の発音が不能となりその回復の見込みがない場合

　　②�　脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が
不可能となり、その回復の見込みがない場合

　　③　声帯全部の摘出により、発音が不能な場合
（2�） 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のもの
は摂取できない状態で、その回復の見込みのない場合をいいます。

３．終身常時介護を要するもの
　�  「常時介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便、排尿、その後始末およ
び衣服着脱・起居・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の
介護を要する状態をいいます。
４．上・下肢の障害
　�  「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を
失ったものをいい、上・下肢の完全運動麻ひ、または、上・下肢において
それぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひじ関節および手関節、下肢に
おいてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で回復の見込み
のない場合をいいます。
５．対象となる重度障害の状態は、公的な身体障害者認定基準などとは
要件が異なります。

肩 関 節

ひじ関節

手 関 節

また関節
ひざ関節

足 関 節

上
肢
の
三
大
関
節
下
肢
の
三
大
関
節

身 体 部 位 の 名 称

＜別表２＞　共済金支払請求の場合の提出書類
「共済金支払請求の場合の提出書類」は、共済金支払請求書兼同意
書および確認または調査のための承諾書の他、次に掲げるものとし
ます。なお、お支払いの対象となる共済金の種類はご加入内容によ
り異なります。

共 済 金 の 種 類 提 出 書 類

火災等共済金
（臨時費用共済金）

火災、破裂、爆
発、消防破壊、
消防冠水等

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
（家財損害内訳書（家財の損害の場合））

(2)罹災証明書
(3)事故状況報告書
(4)罹災見取図
(5)損害場所、損害品の写真

車両の衝突、
その他の不慮
の災害（水ぬ
れ、第三者の
直接加害行為
等）

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
（家財損害内訳書（家財の損害の場合））
(2)�車両の衝突事故または第三者の直接加害行為
であることを証する書類
（交通事故証明書（車両の衝突の場合））
（警察届出証明願・受理番号等（第三者の直接
加害行為の場合））

(3)事故状況報告書
(4)損害場所、損害品の写真
(5)権利移転証

落雷

(1)�落雷事故であることを証する書類および損害
額の算定に必要な書類
（落雷被害修理費用明細書兼落雷被害証明書）
(2)損害場所、損害品の写真

風 呂 の 空 だ き 共 済 金

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
(2)事故状況報告書
(3)損害場所の写真

持ち出し家財見舞共済金
(1)持ち出し家財損害申告書
(2)罹災証明書
(3)損害場所、損害品の写真

漏 水 見 舞 費 用 共 済 金

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
（家財損害内訳書（家財の損害の場合））
(2)事故状況報告書
(3)損害場所、損害品の写真
(4)�見舞金の支払いを証するもの（領収書）または
示談書

失 火 見 舞 費 用 共 済 金

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
（家財損害内訳書（家財の損害の場合））
(2)損害場所、損害品の写真
(3)第三者への支払いを証するもの（領収書）
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共 済 金 の 種 類 提 出 書 類

借家修復費用見舞共済金

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
(2)事故状況報告書
(3)損害場所の写真
(4)賃貸借契約書
(5)�賠償額の支払いを証するもの（領収書）または
示談書

風 水 害 等 見 舞 共 済 金

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
（家財損害内訳書（家財の損害の場合））
(2)罹災証明書
(3)損害場所、損害品の写真

地 震 等 基 本 共 済 金
（死亡および重度障害を除く） 

(1)罹災証明書
(2)損害場所の写真
(3)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書・損害申告書）

焼死等共済金
地震等基本共済金

死亡

(1)死亡診断書（死体検案書）または死亡証明書
(2)�死亡された方およびその相続人の戸籍謄本
および住民票

(3)死亡された方の相続人の印鑑証明書

重度障害

(1)重度障害診断書
(2)�重度障害となられた方の戸籍謄本および住
民票

(3)重度障害となられた方の印鑑証明書

借家人賠償責任特約共済金

(1)損害額の算定に必要な書類
（損害復旧見積書）
(2)事故状況報告書
(3)罹災見取図
(4)損害場所の写真
(5)賃貸借契約書
(6)�賠償額の支払いを証するもの（領収書）または
示談書

地 震 等 特 約 共 済 金
(1)罹災証明書
(2)損害場所の写真

〈備考〉
１�．当組合は、上記書類以外の書類（代表受取人選任届など）の提出
を求め、または上記書類の一部の省略を認めることができます。
２�．各種証明書等の取得にかかる費用は、共済金を請求される方の
ご負担となります。
３�．ご請求の内容によっては、共済金のお支払いができない場合が
あります。

　借家人賠償責任特約コースおよび地震特約コース（以下、「特約コー
ス」といいます）は、｢基本コース｣にご加入されている方で、以下の
「第１　ご加入の条件」を満たす場合に付加することができます。

ご加入に関することについて

第１　ご加入の条件
１　借家人賠償責任特約コースにご加入できるのは、次の(1)〜(3)
のすべてに該当する方です。
(1)　借用住宅にお住まいで、基本コースの家財保障にご加入さ
れていること

(2)　ご加入者もしくはご加入者と生計を一にする親族（「共済契
約関係者」という。以下同じ）と借用住宅の貸主との間で、賃貸
借契約（または使用貸借契約）が締結されていること

(3)　借用住宅の所有者が第三者（ご加入者と生計を一にする親族
を含まない。以下同じ）であること

※「借用住宅」とは共済契約関係者が借用する建物のうち、基本
コースの対象である家財を収容する戸室（一戸建てを含む）を
いい、店舗等併用住宅においては、もっぱら居住する部分をい
います。

　　なお、「借用住宅」には、建物の従物、付属設備、付属工作物およ
び付属建物を含みます。ただし、共済契約関係者が営業目的に
使用しているものを除きます。

２　地震特約コースにご加入できるのは、基本コースに加入してい
る方です。

第２　ご加入額
１　借家人賠償責任特約コースは、ご加入額（保障限度額）が500万
円または1,000万円のどちらか１コースにご加入できます。

２　地震特約コースのご加入額（保障額）は、基本コースのご加入額
（住宅と家財のご加入額の合計額）の15％となります。
　　また、基本コースのご加入額が変更された場合は、地震特約
コースのご加入額・掛金も変更となります。

第３　保障期間（共済期間）と掛金の払込方法
１　保障の開始は、当組合が申込書の内容を審査して承諾した場合
に、保障開始希望日の午前０時からとなります。なお、申込書の保
障開始希望日が未記入またはお申し込みの日（申込書受付日。郵
送の場合は消印日。以下同じ）以前の場合は、お申し込みの日の翌
日を保障開始希望日とさせていただきます。ただし、初回掛金が
所定の期日にご指定の口座から口座振替されて、保障開始希望日
の午前０時から効力が生じます。

２　保障期間（共済期間）は、基本コースと同様で、初年度については
保障開始日から初めて迎える３月31日までとなります。その後
は更新されることにより、事業年度に合わせて毎年４月１日から
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翌年３月31日までの１年間となります。
３　掛金は基本コースの掛金と合わせて口座振替させていただき
ます。掛金の払込方法については、基本コースと同様です。基本
コースの「第６　保障期間（共済期間）と掛金の払込方法」の５およ
び６（５〜６ページ）をご参照ください。

第４　ご加入の更新
基本コースと同様です。基本コースの「第７　ご加入の更新」（６

ページ）をご参照ください。また、「第１　ご加入の条件」（29ページ）
のいずれかに該当しなくなった場合には更新いただけません。た
だし、基本コースが更新されないときは特約コースも更新されま
せん。

第５　ご加入が無効となる場合
１　次の場合は、ご加入が無効となります。
(1)　基本コースが無効となった場合
(2)　お申し込みの日において「第１　ご加入の条件」（29ページ）
のいずれかに該当しない場合

(3)　共済金を不法に取得する目的または第三者に共済金を不法
に取得させる目的をもってご加入した場合

２　ご加入できる額の最高限度（借家人賠償責任特約コースは
1,000万円、地震特約コースは基本コースのご加入額（住宅と家財
のご加入額の合計額）の15％）を超過している場合は、その超過分
は無効となります。

３　ご加入が無効となる場合、共済金の支払事由が発生していても、
そのご加入による共済金はお支払いしません。また、すでに共済
金等をお支払いしていたときは、当組合は、その共済金等の返還
を請求することができます。

第６　ご加入が解除となる場合
基本コースと同様です。基本コースの「第９　ご加入が解除となる

場合」（７ページ）をご参照ください。ただし、「第９　ご加入が解除
となる場合」の３（3）（９ページ）のみに該当する場合は、その事由が
生じた時から解除した時までに発生した支払事由のうち、損害賠償
金（「第13　お支払いする共済金について」の１（1）①（32ページ））
はお支払いします。なお、基本コースが解除されたときは特約コー
スも解除されます。

第７　ご加入が失効となる場合
基本コースと同様です。基本コースの「第10　ご加入が失効とな

る場合」（９ページ）をご参照ください。ただし、基本コースが失効と
なるときは特約コースも失効となります。なお、失効が確定したと
きから１ヵ月以内で、かつその間に共済金の支払事由が発生してい
ないときは、当組合の承認をもって、ご加入を復活できます（特約
コースのみを復活することはできません）。

第８　ご加入が取消となる場合
基本コースと同様です。基本コースの「第11　ご加入が取消とな

る場合」（10ページ）をご参照ください。ただし、基本コースが取消
となるときは特約コースも取消となります。

第９　ご加入が消滅する場合
基本コースが消滅する場合には、特約コースも消滅します。

第10　ご加入者の解約による場合
ご加入者は、将来に向かって特約コースを解約することができ

ます。また、基本コースを解約すると同時に特約コースも終了しま
す（基本コースのみを解約することはできません）。解約の手続き
および効力については、基本コースの「第22　ご加入内容の変更、
解約などの手続き」の８（24ページ）をご参照ください。なお、基本
コースと同様に特約コースには解約返戻金はありません。

第11　掛金の払戻し
基本コースと同様です。基本コースの「第14　掛金の払戻し」（10

ページ）をご参照ください。

共済金のお支払いに関することについて

第12　対象となる共済金の支払事由について
１　借家人賠償責任特約コース
　　保障期間（共済期間）中に、共済契約関係者の責に帰すべき事由
に起因する、次の(1)〜(4)の事故により、借用住宅が滅失、毀損ま
たは汚損した場合において、共済契約関係者が借用住宅につい
てその貸主に対して法律上の損害賠償責任を負うことにより被
る損害を共済金の支払事由として、その事故の日におけるご加入
額を限度として、共済金をお支払いします。
(1)　火災
(2)　破裂または爆発
(3)　給排水設備および給排水設備に付属する器具等の事故に伴
う漏水、放水または溢水による水ぬれ

(4)　盗難（強盗、窃盗またはこれらの未遂をいう）を原因とした
損壊

２　地震特約コース
　　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅につき、保障
期間（共済期間）中に生じた地震等による損害を共済金の支払事
由とします。
(1)　「地震等」とは、地震もしくは噴火またはこれらによる津波
をいいます。
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(2)　地震等による損害は、ご加入の住宅またはご加入の家財を収
容する住宅の半壊・半焼以上の損害をいいます（後記「第13　お
支払いする共済金について」の２をご参照ください）。

第13　お支払いする共済金について
１　借家人賠償責任特約コース
(1)　お支払いする借家人賠償責任特約共済金の範囲は次のとお
りです。
①　共済契約関係者が借用住宅の貸主に支払うべき損害賠
償金

②　当組合の同意を得て支出した訴訟費用、弁護士報酬または
仲裁、和解もしくは調停に要した費用

③　損害の防止義務（後記「第14　共済金のお支払いに伴うそ
の他の事項」の２）に伴う必要または有益な費用

　 　�　なお、①〜③を合計して借家人賠償責任特約コースのご加
入額が支払限度となります。

(2)　借家人賠償責任特約共済金が支払われる場合において、基
本コースの漏水見舞費用共済金、失火見舞費用共済金または
借家修復費用見舞共済金が支払われる場合は、それぞれの限
度額を超えた損害額について借家人賠償責任特約共済金をお
支払いします。この場合において、それぞれの見舞（費用）共済
金の限度額と借家人賠償責任特約コースのご加入額の合計額
を支払限度とします。

２　地震特約コース
(1)　ご加入の住宅またはご加入の家財を収容する住宅が、保障
期間（共済期間）中に生じた地震等によって「全壊」、「大規模半
壊」、「中規模半壊」および「半壊」と罹災証明書により被害認定
された場合、基本コースのご加入額（住宅と家財のご加入額の
合計額）の15％の額にあたる共済金をお支払いします。
※罹災証明書とは、内閣府の定める「災害に係る住家の被害認
定基準運用指針」に基づき、地方自治体が、自然災害による損
害を被った家屋について調査を実施のうえ、「全壊」、「大規模
半壊」、「中規模半壊」、「半壊」、「準半壊」、「準半壊に至らない
（一部損壊）」の区分により被害程度を証明するもので、各自
治体から発行されるものをいいます。

※住宅が罹災証明書により、「準半壊」または「準半壊に至らな
い（一部損壊）」と被害認定された場合は、地震等特約共済金
はお支払いの対象となりません。

(2)　１回の地震等により、地震等基本共済金（基本コースの「第16  
お支払いする共済金について」の10（16ページ））および地震
等特約共済金の支払事由がこの会の総支払限度額を超えると
きは、次の算式に基づき、地震等特約共済金を削減してお支払
いします。１回の地震等による総支払限度額を令和６年４月
１日現在は3,000億円に設定しています。なお、この限度額の
設定は変更されることがあります。

お支払いする特約共済金の額 ＝ 所定の特約共済金の額 ×
この会の総支払限度額
地震等基本共済金および
地震等特約共済金の総額

(3)　前記(2)にかかわらず、地震等によって共済金の支払事由が異
常に発生し、所定の準備金を取り崩してもなお、所定の地震等特
約共済金を支払うことができない場合は、地震等特約共済金の
分割払い、支払いの繰り延べまたは削減をさせていただきます。

(4)　地震等特約共済金を削減して支払うおそれがあるときは、
支払う地震等特約共済金の一部を概算払いし、支払うべき地
震等特約共済金が確定した後に、差額をお支払いすることが
あります。

(5)　72時間以内に生じた複数の地震等は、１回の地震等とみな
します。ただし、被災地域が全く重複しない場合には、この限
りではありません。

(6)　前記(5)の地震等によりご加入の住宅またはご加入の家財を
収容する住宅に損害があった場合は、１回の共済金の支払事
由とみなします。

(7)　72時間を超えて生じた複数の地震等によりご加入の住宅また
はご加入の家財を収容する住宅に損害があった場合で、損害を
修復していないときは、１回の共済金の支払事由とみなし、最終
的な損害の程度に基づき地震等特約共済金をお支払いします。

第14　共済金のお支払いに伴うその他の事項
１　掛金の払込猶予期間中に共済金の支払事由が発生した場合に
は、未収掛金が払込猶予期間中に払い込まれるまで共済金の支払
いを留保、または支払うべき共済金から未収掛金を差し引きます。

２　損害の防止義務
　　「第12　対象となる共済金の支払事由について」の１（31ペー
ジ）に該当する損害あるいはその損害の原因が生じた場合には、
生命に危険のあるときを除き、損害の発生および拡大の防止に努
めなければなりません。なお、共済契約関係者が故意または重大
な過失によりこの防止義務を行わなかったときは、損害の額から
損害の発生および拡大を防止することができたと認められる額
を差し引いた残額を損害の額とみなします。

３　ご加入が他の共済や保険と重複する場合について
　　借家人賠償責任特約コースのほかに「第12　対象となる共済
金の支払事由について」の１（31ページ）に該当する損害を保障す
る他の共済や保険をご契約されている場合において、それぞれの
契約について他の契約がないものとして算出された支払責任額
の合計額が損害の額を超えるときは、借家人賠償責任特約コース
の共済金のお支払いは、次のようになります。
(1)　他の共済や保険から共済金や保険金が支払われていない場合
　 　借家人賠償責任特約コースの支払責任額
(2)　他の共済や保険から共済金や保険金が支払われている場合
　 �　損害の額から、他の共済や保険から支払われた共済金およ
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び保険金の合計額を差し引いた額。ただし、借家人賠償責任特
約コースの支払責任額を限度とします。

４　請求権代位
　　請求権代位については、基本コースと同様です。基本コースの
「第17　共済金のお支払いに伴うその他の事項」の５（19ページ）
をご参照ください。

第15　共済金のお支払いができない場合
１　基本コースまたは特約コースのご加入が無効であったとき、解
除されたとき、失効したとき、または取消されたときは、共済金は
お支払いできません。ただし、基本コースまたは特約コースのご加
入が解除されたときは、共済金をお支払いできる場合があります。
「第６　ご加入が解除となる場合」（30ページ）をご参照ください。
２　借家人賠償責任特約コース
(1)　次に掲げる事由によって生じた損害に対しては、共済金の
お支払いができません。
①　共済契約関係者の故意
②　共済契約関係者の心神喪失または指図
③　借用住宅の改築、増築または取り壊し等の工事

(2)　次に掲げる事由によって生じた損害（これらの事由によっ
て発生した共済事故が延焼または拡大して生じた損害、およ
び発生原因のいかんを問わず共済事故がこれらの事由によっ
て延焼または拡大して生じた損害を含む）に対しては、共済金
のお支払いができません。
①　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その
他これらに類似の事変または暴動

②　風水害等または地震等
③　核燃料物質（使用済燃料を含む）もしくは核燃料物質によっ
て汚染された物（原子核分裂生成物を含む）の放射性、爆発性
その他の有害な特性またはこれらの特性による事故

(3)　共済契約関係者が、次の損害賠償責任のいずれかを負担する
ことによって被った損害に対しては、共済金のお支払いができ
ません。
①　共済契約関係者と借用住宅の貸主との間に損害賠償に関
する特別の約定がある場合において、その約定により加重さ
れた損害賠償責任

②　共済契約関係者が借用住宅を貸主に引き渡した後に発見
された借用住宅の毀損、汚損に起因する損害賠償責任

３　地震特約コース
(1)　次に掲げる事由によって生じた損害に対しては、共済金の
お支払いができません。
①　ご加入者、被共済者または共済金受取人の故意または重大
な過失

②　ご加入者と生計を一にする親族の故意または重大な過失
③　共済事故の際の紛失または盗難

④　戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その
他これらに類似の事変または暴動

⑤　核燃料物質（使用済燃料を含む）もしくは核燃料物質に
よって汚染された物（原子核分裂生成物を含む）の放射性、爆
発性その他の有害な特性またはこれらの特性による事故

(2)　地震等が発生した日から10日を経過した後に生じた損害に
ついては、共済金のお支払いができません。

(3)　大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）に基づく
地震災害に関する警戒宣言が発せられたときは、同法の規定に
より地震防災対策強化地域として指定された地域のうち、当該
警戒宣言にかかる地域内に所在する共済の対象となる住宅や
家財について当該警戒宣言が発せられた時から同法の規定に
基づく地震災害に関する警戒解除宣言が発せられた日までの
間に申し込まれたご加入（ご加入額を増額した場合の増額部分
を含む）において、当該警戒解除宣言が発せられた日までに生
じた損害に対しては、共済金のお支払いができません。

　 　ただし、ご加入が更新によるときは、その更新直前のご加入
内容と同一内容またはご加入額を減額した場合を除きます。
この場合において、更新したご加入内容のご加入額が更新前
のご加入額を超過したときは、その超過した部分については
共済金のお支払いができません。

４　共済金の支払事由が発生した場合に、正当な理由がなく、その
事実を遅滞なく当組合に通知することを怠ったとき、または共済
金のご請求に際して、共済金受取人が共済金支払請求書類に不実
のことを記載し、または共済金支払請求書類や共済金の支払事由
にかかる証拠を偽造もしくは変造したときは、支払うべき共済金
から、それにより当組合が被った損害の額を差し引きます。

５　共済金をご請求いただく際に、正当な理由がなく、「第12　対象
となる共済金の支払事由について」（31ページ）に該当する損害を
保障する他の契約に関する事実の有無およびその内容（すでにそ
の契約から保険金等の支払いを受けた場合には、その事実を含
む）を遅滞なく当組合に通知することを怠ったときは、支払うべき
共済金から、それにより当組合が被った損害の額を差し引きます。

６　共済金、掛金の払戻金および割戻金の支払いを請求する権利は、
これらを行使することができる時から３年間請求されなかった
ときは、時効により消滅します。

第16　共済金の受取人
１　借家人賠償責任特約コース
　　共済金の受取人は、借用住宅の貸主との間で締結された賃貸借
契約（または使用貸借契約）に基づき、借用住宅についてその貸主
に対して法律上の損害賠償責任を負った共済契約関係者です。

２　地震特約コース
　　共済金の受取人は、基本コースと同様です。基本コースの「第19  
共済金の受取人」（21ページ）をご参照ください。
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第17　共済金のご請求からお支払いまで
基本コースと同様です。基本コースの「第20　共済金のご請求か

らお支払いまで」（21ページ）をご参照ください。

通知義務について

第18　通知義務
１　借家人賠償責任特約コース
　　ご加入後、基本コースの「第21　通知義務」（22ページ）のほか、
次の(1)、（2）いずれかの事実が発生した場合には、ご加入者は遅
滞なく当組合までご通知ください。なお、遅滞なく当組合までご
通知いただけないときには、ご加入が解除となることがあり、そ
の間に生じた損害については、共済金のお支払いができないこと
があります。
(1)　「第１　ご加入の条件」の１（29ページ）のいずれかに該当し
なくなった場合

(2)　借家人賠償責任特約コースのほかに「第12　対象となる共
済金の支払事由について」の１（31ページ）に該当する損害を
保障する他の共済や保険の契約を締結すること

２　地震特約コース
　　通知義務については、基本コースと同様です。基本コースの
「第21　通知義務」（22ページ）をご参照ください。

その他の事項について

第19　コースの変更、解約の手続き
１　借家人賠償責任特約コースの変更を希望される場合は、当組合
にお電話または郵便はがきで「新型火災共済変更申込書」をご請
求ください。なお、ご加入の組合のホームページから「マイペー
ジ」を利用することもできます。後記「第25　マイページによる
手続き」をご参照ください。

２　地震特約コースのご加入額のみを変更することはできません。
地震特約コースのご加入額は、基本コース（住宅と家財のご加入
額の合計額）の15％となり、基本コースのご加入額を変更した場
合、地震特約コースのご加入額・掛金も変更となります。

３　特約コースを解約される場合、または自動更新を希望されない
場合は、加入証書裏面の通信欄にその旨（解約の場合は解約希望
日を含む）を記入され、署名捺印のうえお送りいただくか、もしく
は、お電話または郵便はがきで解約届をご請求いただき、これに
必要事項をご記入のうえお送りください。

第20　割戻金のお支払い
基本コースと同様です。基本コースの「第23　割戻金のお支払い」

（24ページ）をご参照ください。
ただし、地震特約コースは割戻金の対象となりません。

第21　制度内容の変更
基本コースと同様です。基本コースの「第24　制度内容の変更」

（24ページ）をご参照ください。

第22　保険料控除
１　借家人賠償責任特約コース
　　借家人賠償責任特約コースの掛金は、「保険料控除」の対象とな
りません。

２　地震特約コース
　　地震特約コースの掛金は、基本コースの地震等基本共済金（死
亡または重度障害を支払事由とする共済金を除く）に相当する掛
金と合わせて「地震保険料控除」の対象となります（貸家を除く）。

　　ただし、基本コースのみにご加入の場合は、「地震保険料控除」
の対象となりません。

第23　異議の申立て
基本コースと同様です。基本コースの「第26　異議の申立て」（25

ページ）をご参照ください。

第24　苦情・ご提言等の受付専用窓口
基本コースと同様です。基本コースの「第27　苦情・ご提言等の

受付専用窓口」（25ページ）をご参照ください。

第25　マイページによる手続き
基本コースと同様です。基本コースの「第28　マイページによる

手続き」（25ページ）をご参照ください。

第26　ご加入の共済についての照会、その他お問い合わせ等
基本コースと同様です。基本コースの「第29　ご加入の共済につ

いての照会、その他お問い合わせ等」（25ページ）をご参照ください。
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●�お問い合わせは、加入されている共済取扱団体（各都道府県認可）へ
お願いいたします。

（北海道）北海道民共済生活協同組合 ☎�011-611-2456（代）
〒０６４-０８２０  札幌市中央区大通西２０丁目１-２

（青 森）青森県民共済生活協同組合 ☎�017-771-8880（代）
〒０３８-０００３  青森市石江１丁目２４番地

（岩 手）岩手県民共済生活協同組合 ☎�019-625-1287（代）
〒０２０-００２５  盛岡市大沢川原２丁目６-２６

（宮 城）宮城県民共済生活協同組合 ☎�022-374-4588（代）
〒９８１-３１１２  仙台市泉区八乙女２-３-１

（秋 田）秋田県民共済生活協同組合 ☎�018-823-0131（代）
〒０１０-０９５１  秋田市山王３-５-２３

（山 形）山形県民共済生活協同組合 ☎�023-628-8301（代）
〒９９０-００４３  山形市本町２-４-３  本町ビル

（福 島）福島県民共済生活協同組合 ☎�024-522-3361（代）
〒９６０-８０３１  福島市栄町６-６  福島セントランドビル９Ｆ

（茨 城）茨 城 県 民 生 活 協 同 組 合 ☎�古河局�0280-32-1911�（代）
〒３０６-００１３  茨城県古河市東本町１-５-８

（栃 木）栃木県民共済生活協同組合 ☎�028-627-2030（代）
〒３２１-０９７４  宇都宮市竹林町４８８-２

（群 馬）群馬県民共済生活協同組合 ☎�027-251-6968（代）
〒３７１-０８４６  前橋市元総社町７６番１

（埼 玉）埼玉県民共済生活協同組合 ☎�048-855-5221（代）
〒３３８-８６０１  さいたま市中央区上落合２-５-２２

（千 葉）千葉県民共済生活協同組合 ☎�047-432-8500（代）
〒２７３-８６８６  千葉県船橋市本町２-３-１１

（東 京）東京都民共済生活協同組合 ☎�03-3980-0271（代）
〒１７０-６０６１  豊島区東池袋３-１-１  サンシャイン６０・３６Ｆ

（神奈川）全国共済神奈川県生活協同組合 ☎�045-222-3070（代）
〒２３１-００１４  横浜市中区常盤町５-６０

（山 梨）山梨県民共済生活協同組合 ☎�055-213-0050（代）
〒４００-００３１  甲府市丸の内３-２０-７  甲府フロントビル８F

（新 潟）新潟県民共済生活協同組合 ☎�025-243-7730（代）
〒９５０-０９０８  新潟市中央区幸西１-１-２０

（富 山）富山県民共済生活協同組合 ☎�076-403-6600（代）
〒９３０-０８５６  富山市牛島新町５-５  インテックビル１F

（石 川）石川県民共済生活協同組合 ☎�076-263-5011（代）
〒９２０-０９０１  金沢市彦三町２-１-１０  真和ビル３F

（福 井）福井県民共済生活協同組合 ☎�0776-31-5452（代）
〒９１０-０８５８  福井市手寄１-２０-１ 手寄久我ビル３F

（静 岡）静岡県民共済生活協同組合 ☎�054-254-5581（代）
〒４２０-０８５２  静岡市葵区紺屋町１７番地の１ 葵タワー 地下１階（総合受付／ランディパーク）

（愛 知）県民共済愛知県生活協同組合 ☎�052-953-3211（代）
〒４６０-０００３  名古屋市中区錦３-６-２９  サウスハウス４F

（岐 阜）岐阜県民共済生活協同組合 ☎�058-276-0026（代）
〒５００-８６９１  岐阜市茜部菱野２-８２-１

（三 重）三重県民共済生活協同組合 ☎�059-221-3355（代）
〒５１４-０００９  津市羽所町３８８  津  三交ビルディング２F

（長 野）長野県民共済生活協同組合 ☎�026-228-6289（代）
〒３８０-０８２４  長野市南石堂町１２８２-１１

（滋 賀）滋賀県民共済生活協同組合 ☎�077-583-0601（代）
〒５２４-００２２  守山市守山３-２４-１１

（京 都）京都府民共済生活協同組合 ☎�075-361-0024（代）
〒６００-８１０３  京都市下京区五条通堺町東入る北側

（奈 良）奈良県民共済生活協同組合 ☎�0742-30-0012（代）
〒６３０-８１１５  奈良市大宮町１-７-１４

（大 阪）大阪府民共済生活協同組合 ☎�06-7730-8080（代）
〒５４１-００５８  大阪市中央区南久宝寺町４-１-２  御堂筋ダイビル１５Ｆ

（兵 庫）兵庫県民共済生活協同組合 ☎�078-925-9230（代）
〒６５１-２１４４  神戸市西区小山三丁目２番１号

（和歌山）和歌山県民共済生活協同組合 ☎�073-427-8500（代）
〒６４０-８３４３  和歌山市吉田３８６  和歌山プラザビル１０１

（鳥 取）鳥取県民共済生活協同組合 ☎�0857-33-0333（代）
〒６８０-０８３５  鳥取市東品治町１０２番地  鳥取駅前ビル３Ｆ

（島 根）島根県民共済生活協同組合 ☎�0852-27-3171（代）
〒６９０-０００３  松江市朝日町４６３-７

（岡 山）岡山県民共済生活協同組合 ☎�086-235-3420（代）
〒７００-０８１６  岡山市北区富田町２-１０-５

（広 島）広島県民共済生活協同組合 ☎�082-263-6888（代）
〒７３２-００５１  広島市東区光が丘１４-１０

（山 口）山口県民共済生活協同組合 ☎�0834-21-8405（代）
〒７４５-８６９１  周南市桜馬場通１-１６

（香 川）香川県民共済生活協同組合 ☎�087-862-3373（代）
〒７６０-０００６  高松市亀岡町２番１７号  村川亀岡ビル

（徳 島）徳島県民共済生活協同組合 ☎�088-624-1002（代）
〒７７０-０８３２  徳島市寺島本町東３-１２-６  徳島駅前濱口ビル２F

（愛 媛）愛媛県民共済生活協同組合 ☎�089-903-8090（代）
〒７９０-００１１  松山市千舟町４-５-２  平成ビル２F

（高 知）高知県民共済生活協同組合 ☎�088-821-2020（代）
〒７８０-０８７０  高知市本町２-２-２９  畑山ビル５F

（福 岡）福岡県民共済生活協同組合 ☎�092-261-5551（代）
〒８１２-８６８０  福岡市博多区綱場町４-５

（佐 賀）佐賀県民共済生活協同組合 ☎�0952-43-3131（代）
〒８４０-０８１６  佐賀市駅南本町５-１  日進佐賀ビル２F

（長 崎）長崎県民共済生活協同組合 ☎�095-842-8177（代）
〒８５２-８１１４  長崎市橋口町１７-１９

（熊 本）熊本県民共済生活協同組合 ☎�096-211-2215（代）
〒８６０-００３５  熊本市中央区呉服町２丁目７番地

（大 分）大分県民共済生活協同組合 ☎�097-537-3646（代）
〒８７０-００２１  大分市府内町３-４-２０  大分恒和ビル

（宮 崎）宮崎県民共済生活協同組合 ☎�0985-27-8768（代）
〒８８０-０８７７  宮崎市宮脇町１２７番地１

（鹿児島）鹿児島県民共済生活協同組合 ☎�099-214-5666（代）
〒８９０-００６４  鹿児島市鴨池新町２１-３

（沖 縄）沖縄県民共済生活協同組合 ☎�098-901-4333（代）
〒９００-００１５  那覇市久茂地２-８-１  JEI那覇ビル７Ｆ

●おかけ間違いのないよう、電話番号をもう一度お確かめください。
共済元受団体（厚生労働省認可） 全国生活協同組合連合会

〒330-8708  さいたま市大宮区大門町2-118　☎048-633-6200(代)
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この共済事業の運営について

１�　この共済事業※は、全国生活協同組合連合会（全国生協連）が、
消費生活協同組合法（生協法）に基づき、厚生労働省の認可を受けて
実施しています。
　※�この共済事業は、一般に「県民共済」と呼ばれていますが、都・
道・府ではそれぞれ「都民共済」「道民共済」「府民共済」、また神
奈川県では「全国共済」の名称で行われています。

２�　この共済事業の実施にあたり、全国生協連の会員となった各生協
（会員生協）が、各都道府県における共済取扱団体となっています。

３�　全国生協連は生協法に基づき厚生労働省の設立認可を受け、
また、会員生協は都道府県の設立認可を受けた、それぞれ独立した
消費生活協同組合（生協法人）です。

　全国生協連と会員生協は、都道府県民共済グループとして、
この共済事業を連携して運営するとともに、それぞれ次の役割
を担っています。

　全国生協連 ：�共済元受団体として、ご加入者から掛金を受け、
共済金をお支払いする責任を負います。

　会 員 生 協 ：�全国生協連からの業務委託を受け、共済取扱団
体として、共済のご加入や共済金のお支払いに
関する対応、事務手続き等を行います。

４�　この共済にご加入されるには、生協法に基づき、全国生協連を
構成する各会員生協に出資金を払い込み、会員生協の組合員と
なっていただく必要があります。また、共済のご加入中は、組合員
である必要があります。

7.5 SA
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